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定的な供給源を確保したいバイヤーは、競争入札よりも、特定 生産者組合や生産地域との継続的取引関係を好むことが考えられる。生産側との信頼関係を構築し、安定確保をはかる手段の一つとして、フェアトレードによる直接取引が選択されることもあり得る。このような買い付け競争下フェアトレード 場合、生産地域はど ような立場に立たされるのであろうか。
　フェアトレード認証を受けた業者であれ













進んだ背景には農園経営側の労働者確保の戦略がある。た えばチョロ県の農場ではその規模が一八〇〇ヘクタールと巨大であり、その必要とする労働力は地域の労働市場では到底賄いきれない。さらに新茶 茶摘作業の集中する一〇月から四月のシーズンは季節労働者が大量に必要になるが、端境期に必要とされる は農場のメンテナンス程度の労働力にとどまる。茶摘期の労働力をその都度集める は困難であることから、常雇労働者だけでなく季節労働者の一部には労働者住宅を提供し、基礎的なインフラを整備することで、労働力プールを維持する必要がある。
　この二つの農園では、コーヒーに比べ長



























































トワークがフェアトレードに参加す 場合には、支援地域の対象が見えにくい。手工芸生産グル プに参加してい 世帯と不参加世帯は空間的には同居している。また、生産者がお互いに地理的に離れすぎており地域支援の事業をあえて じめてもその便益を受けにくい。とすると、空間的に分散しているような組織 ついては、地域を直接支援するようなフェアトレード利益 還元よりも、参加している手工芸生産者各自の受ける利益の拡大を中心に かざ を得ないとも考えられる。フェアトレードを通した地域支援の方法についてもさら 議論を深める必要がある。
　以上、フェアトレードを通した地域支援
の現状 みてきた。今後の課題として斯学の観点から残っているのは開発の地方分権化との関連付けであ 。ウガンダ、マラウイでは地方分権化が進み、特に学校や医療など公共サービス分野の権限委譲 進んでいる。フェアトレードによる地域支援資金が、場合によっては、地域の公共サービス予算を大幅に上回るような 況からする 、地域開発計画との連携や整合性をど ように確保するかといった点も検討課題となている。
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